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要 旨 
 
１．報告書の背景 

○ 情報通信技術の発展により、ビッグデータが登場し、社会の価値がビッグデータとそ

れを処理する情報技術へと大きくシフトしているにもかかわらず、我が国ではデータ

サイエンティストは大幅に不足しており、またデータサイエンティストを育てる体制

もできていない。そのため、データサイエンティスト育成が喫緊の課題となっている。 
○ 当懇談会では、産業界やアカデミアからの要請を把握し、育成すべきデータサイエン

ティストが持つべきスキルや能力を特定し、その育成のための方策を検討した。 
 

２．データサイエンティストのスキルレベルとその育成 

○ データサイエンティストに要求されるスキルとしては、 
・データサイエンス力（統計学、機械学習、最適化などを理解し、使える力） 
・データエンジニアリング（データサイエンスを実装する力） 
・ビジネス力（課題を理解し、問題設定し、解決する力） 
などがある。結果として、データサイエンティストは方法と領域の双方に通暁した T
型・Π型人間であり、さらに、コミュニケーション能力や研究倫理も持ち合わせた人

となる。 
○ 本懇談会ではデータサイエンティスト育成を、すべての大学生を想定したリテラシー

レベル（50 万人）から、見習いレベル(5 万人)、独り立ちレベル(5000 人)、棟梁レベ

ル(500 人)、業界代表レベル(50 人)、世界トップレベル(5 人)までの、６つのレベルで

考えることにし、それぞれの育成方法を検討した。 
 
３．提言 

○ そのうち主要なものを提言として掲げると以下のとおりである。 
 我が国の問題の根源は、棟梁レベルの決定的不足にある。この解決のために国家レ

ベルの拠点を設置して、年 500 名規模の「棟梁レベル」の人材育成をめざし、上

層への成長や下層へのトリクルダウン効果も狙う。 
 リテラシーレベルや独り立ちレベルの大学教育を加速させるために、主要 10 大学

程度で本報告書の提案に基づく人材育成をスタートすると共に、MOOC などのオ

ンライン教材を整備し、全国への波及効果を狙う。 
 社会全体のリテラシーやアウェアネスを向上させるために、全学的教養教育の実施、

国家レベルのフラッグシップ・プロジェクトの推進、コンテストの開催、映像素材

の充実などの取組を行う。 

○ これらの方策を実現するにあたっては、データサイエンスを副専攻とするダブルディ

グリー制人材育成の推進やスキル認定制度も有効と考えられる。   
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1. データサイエンティスト育成の必要性と我が国の課題 

 
1.1. はじめに 

 
ビッグデータと情報技術により、従来の質・量とは、全く異なる価値が提供されるように

なった。ビッグデータの活用領域は異常検出・予測・自動化・最適化など多岐に広がって

おり、ネット広告におけるリアルタイムビッディング、金融における高頻度証券取引、Uber
や Airbnb などクラウドソーシングに基づく新しいビジネス、Google 等による自動運転車

など、データ・計算能力が爆発的に増加したことによって初めて可能になった、新しい価

値が社会の成長を牽引しつつある。これは、産業革命が肉体労働に対して起こしたのと同

様あるいはもっと大規模な革命が、今回は知的労働の面で起こりつつあることを示してい

る。また、2015 年 7 月時点での世界の企業の時価総額ランキングのトップ 3 はアップル、

マイクロソフト、Google であり、これからも社会の価値がビッグデータとそれを処理する

情報技術へと大きくシフトしていることが見て取れる。 
 
この世界的な大きな動きを先導するには、伝統的な統計教育の枠を越えて、機械学習、最

適化、自然言語処理など最新の技術を様々な分野に応用できる専門人材(T 型・Π型)が必

要である。加えて、このような専門人材を実務や最先端の研究開発の場で活かせるマネジ

メントレベルのデータリテラシーも圧倒的に不足している。これらの課題を早急に解決し

ない限り、我が国は産業競争力・科学技術力において急速に競争力を失うだろう。本報告

書では、ビッグデータの利活用に係る専門人材育成に関する課題とあるべき姿を整理し、

そのための施策を提言する。 
 
1.2. 我が国の課題 

 
今後多くの価値がデータの利活用から生まれることが実証されつつあるにも関わらず、日

本では、未だに主に KKD（勘と経験と度胸）によってビジネスが運営され、政策が作ら

れている。その主要な要因の１つはビッグデータの利活用に係る専門人材、すなわちデー

タサイエンティストの不足にあると考える。しかしながら、我が国の現在の高等教育にお

いては、本提案書で述べるようなスキルセットを持ったデータサイエンティストを育てる

学部・専攻は存在しない。 
 
次章で述べるデータサイエンティストに必要なスキルの中で、教えるべきカリキュラムが

比較的明確であるのは、統計の分野である。この統計教育の観点から見ると、日本では統

計学は数学科のほかは、経済、医学、工学等の応用分野に埋め込まれた形で点在している。
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統計をそれぞれの分野で生かしていくという面で、今まではメリットもあったが、機械学

習、自然言語処理や大規模データ処理など最新の技術スキルを集中的に身につけるという

面でも、また急速に広がる新しい応用領域への対応においても、限界が見えてきている。

また、現状の点在の仕組みでは、たとえカリキュラムを整備したとしても大量のデータサ

イエンティストを育てることは難しい。一方、統計教育が発達している欧米では、専門の

統計学科の他に、生物統計学科があるなど、分野ごとの専門家も育成できるマスの育成体

制になっている1。 
 
一方、スキルセットの観点からは、特に産業界は、統計の専門家というよりは問題解決能

力を持つデータサイエンティストを欲しているが、現状はデータ解析経験の乏しい、数学

を専門とする教員が統計教育を行っているなど、実務における問題解決能力と必ずしも結

びついていない。これはそもそも、人口当たりの理工系の学生数やアナリティカルスキル

保有者数が極めて少ないことに起因しているのではないかと考えられる2。 
 
日本が学術やビジネスの世界で国際競争に勝つためには、統計的素養に加えて情報科学の

知恵を持つ人、リアルな課題解決に熱中する人、課題を俯瞰し柔軟にビッグデータ処理で

きる人が必要である。また、高等教育だけでなく、国民全体に行き渡るリテラシーの涵養

も重要である。分析的でデータドリブンな思考力が、従来の三種の神器(よく言われるのが、

母国語、世界語、IT 技術の 3 つのセット。他のセットもありうる)に加えて必要という認

識を、国全体で共有する必要がある。京都大学の共通教育改革の一環として行われた「統

計入門」の取組はその一歩だが、長期的にみれば 10～15 年後の底上げには高校教育から

の積み上げが必要で、そのためには、教える人を育てる仕組が必要である。 
 
 
2. 我が国におけるデータサイエンティストへの要請 

 
それでは、どのようなスキルセットを育成すればよいのだろうか。この章では、データサ

イエンティストに要請されるスキルを産業界からとアカデミアの観点から整理する。 
 

                                                   
1日本でも臨床試験に生物統計の専門家が必須とされ、製薬企業で爆発的に生物統計の専門

家を雇うことになったが、その育成は生物統計講座において行われているので、多人数の

育成ができる体制とはいえない。 
2 OECD の各国比較では、日本の中学生の理科嫌いが長年指摘されているが、あまり反映

されていない。情報系の学生数についても、日本だけ情報系の区分に関する統計量が把握

できていないという基本的な問題が根本にある。 
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2.1. 産業界からの要請 

 
2014 年に発足した、主に産業界のメンバーからなるデータサイエンティスト協会は、 デ

ータサイエンティストに要請されるスキルセットとして、ビジネス力、データサイエンス

力、データエンジニアリング力の 3つを定義した(図 1)。 

 

 

図 1．データサイエンティストに求められるスキルセット 

（データサイエンティスト協会スキル定義委員会の報告書より転載） 

 

企業がデータサイエンティストに対して求めているスキルは、単にデータを収集してその

統計分析をするだけでなく、むしろ「データに基づき予測し、その結果をビジネスに活用

する」ことにある。単に伝統的な統計学を学ぶだけでなく、機械学習や離散的最適化など

最新の手法に精通すると共に、それらを用いたビジネス的な課題解決能力、すなわちデー

タと現実のビジネスをつなぐことのできる人材を求めている。このため、学部新卒者には

基本的な問題解決能力、現実社会の課題との接近、実社会でのインパクトの認識、IT シス

テムへの実装能力などが求められる。さらに、アカデミアに比べて、ビジネスではスピー

ド感がより重要であり、不完全な結果から素早く意思決定を行う、言わば「ザックリ感」

も必要である。 
 
一方、データサイエンティストは情報技術エンジニア、いわゆる SE でもない。SE の仕事

は、要件定義に対して、それを満たすシステムを納期・コスト・品質を担保しつつ作りこ

むことにあるが、データサイエンティストはむしろ、試行錯誤を通して新たな要件、新た

な価値を創造することが求められている。このため、データサイエンティストには、①顧
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客と建設的な会話をする能力、あるいは顧客の課題をデータ分析や情報技術に落としこむ

翻訳力、②課題領域を見通して本質的な問題(イシュー)を見抜く能力、③課題解決のため

各分野のエキスパートを動員できる能力の 3 つが必要であろう。 
 
ビッグデータをビジネス価値につなげるには、専門人材であるデータサイエンティストの

側だけでなく、国民一般の側でも、ビッグデータ分析がもたらす価値やデータサイエンテ

ィストの活動とその意味を理解するリテラシーが必要である。特に、データサイエンティ

ストの成果をビジネスの中で活かしていくためには、その受け手となるミドル・マネジメ

ント層のデータリテラシーが不可欠であり、学校教育の成果を待つのではなく、ただちに

再教育する場が必要である。 
 
また、ビッグデータ分析の専門人材を育成すると共に、その価値を国民に広く知らしめる

には、国家主導のフラッグシップ・プロジェクトの推進とその成果の発信も効果があるだ

ろう。 
 
以上をまとめると、産業界からはデータサイエンティストに関連して、具体的に次の 3 点

による抜本的底上げと桁違いの人数の育成を期待されている。 
① 大学でのデータサイエンティスト育成のためのプロフェッショナル教育 
② 中等・高等教育を含む理系素養・データリテラシーのテコ入れ 
③ 国家レベルのビッグデータ活用フラッグシップ・プロジェクト 

 
2.2. アカデミアからの要請 

 
まず、「あらゆる分野の研究者は、同時にデータサイエンティストでなければならない」と

いう認識を持つ必要がある。大量のデータを産出する生命科学や天文学を始め、すべての

科学の分野において、ビッグデータとその分析が科学の主要な手段の 1 つとなりつつある。

特に、宇宙物理、高エネルギー物理学、生命科学、医療など最先端のサイエンスでは、ビ

ッグデータの分析が研究の要となってきている。いわゆる「第 4 の科学」と呼ばれるこの

方法論を実践するこれからの研究者は、すべからくビッグデータ利活用の専門家、すなわ

ちデータサイエンティストでもある必要がある。そうでなければ我が国の科学技術の面で

の競争力を維持できない。このため、それぞれの分野の専門課程を学ぶ学生が、必ず並行

してデータサイエンティストとしてのスキルも学べる仕組みをつくる必要がある。 
 
機械学習や並列計算などビッグデータ分析の手法は 21 世紀に入ってから長足の進歩を遂

げている。このため、我が国のアカデミアにおいても、常に最新の手法・応用の研究開発
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を怠ってはならない。すなわち、最先端のビッグデータ分析手法を研究し、第 4 の科学を

牽引できるトップレベルのデータサイエンス研究者が必要であり、そのための育成拠点を

設け、ビッグデータ分析手法・方法論の分野でも世界をリードしていく必要がある。現状

わが国においては、個別の研究者は、世界に伍して戦えるが、組織的に大量に育てるとい

う意味では全く不十分である。 
 
一方、リテラシーのレベルでは、ピラミッドの底辺を広げる必要があり、読み・書き・そ

ろばんのレベルでデータに基づく思考ができるようにすることが極めて重要であるが、残

念ながら現状の統計教育では、学生に継続して興味を持たせることが難しい。ビッグデー

タ分析が社会にどのようにインパクトを与え社会を変えつつあるか、またデータサイエン

ティストがどのように活躍できるのかを実例を通して学べる機会を与えるべきである。特

に、データ分析の実習においては、今までの統計教育にありがちな小規模の人工（サンプ

ル的な）データではなく、リアル感に満ちたビジネスで得られた実データを産業界等から

提供してもらえれば、迫力ある実習ができ、学生の興味を掻き立てることができるのでは

ないかと思われる。なお、学生に興味を持たせる入門の講義としては、京都大学の「統計

入門」の取組が一つの参考になる。 
 
産業界におけるイノベーションでもそうだが、科学技術の世界でも複数の分野にまたがっ

て議論するところに大きな発見や発明がありうる。データ分析は複数の分野の研究者が視

野を共有するための共通言語になりうるし、データサイエンティストは分野を結ぶ本質的

な媒介者になりうる。このため、分野と手法の様々な組み合わせを議論できるマルチディ

シプリンの研究機関もイノベーションには欠かせない。人材育成の面では、統計数理研究

所の統計思考院の取組が良い先例になろう。 
 
 
3. データサイエンス人材育成のあるべき姿と実現に向けた仮説 

 

産業界とアカデミアからの要請をまとめると、我が国においてデータサイエンティスト育

成のあるべき姿は、図 2のようになると考えられる。スキルレベルとしては、対数スケー

ルで 6段階としたが、それと前出のデータサイエンティスト協会スキル定義委員会が発表

した 4つのスキルレベルとの対応を図に示した。これらの人材が、大学や企業において継

続的に育成され、かつ効果的に利活用されている姿を、あるべき姿と考える。なお、毎年

の育成目標数は概数であり、桁としてこの程度必要であると解釈されたい3。 

                                                   
3参考としてデータサインティストの必要数に関する推測（公表されたもの）を下記に記す。 
・ McKinsey Global Institute Report on Bigdata (2011): "deep analytical talent"が
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図 2．育成レベルと、毎年の育成目標人数 

 

 

3.1. データリテラシー 

高校から大学学部レベルの素養（リテラシー）で、文系・理系を問わず全ての学生が持つ

べきであり、ベースになる統計的概念、データ基づく思考や問題解決の基礎概念、IT リテ

ラシー、データに関する倫理などの内容を含む。我が国の大学の入学者数はおよそ 60 万人

であり、目標育成数はほぼその全数と考える。 

 
3.2. 見習い(基礎能力)レベル 

全てのデータサイエンティスト（実務家・研究者を問わず）が持つべき共通能力。この能

力は同時に、多くのミドルクラスマネジメントにも必須である。理系の修士は全て、また

文系でも経済・経営などの社会科学系や言語学や心理学等の専攻ではすべからく身につけ

るべき能力であり、この能力を持つ者は、適切な指導の下でビッグデータ利活用プロジェ

クトの一部分を担当できる。データサイエンティスト協会のスキル定義では、見習いレベ

ルに相当する。我が国の理系の修士入学者数は、年間およそ 5 万人であり、これが目標育

成数の 1 つの目安となる。 

                                                                                                                                                     
2018 年までに US で 14 万人から 19 万人不足。また、"data-savvy manager and 
analyst"については 150 万人不足。 

・ ガートナー(2011):「日本ではビッグデータ関連雇用が 36 万 5000 人分増える見込みだ

が、実際に雇用条件を満たせる人材は 11 万人程度しかいない」 
・ 日経(2013.7.7):「国内ではデータサイエンティストが約 25 万人不足する」 
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日本には、データサイエンスに関する学部・学科は存在しないが、そのような学部・学科

が今後設置されたならば、学部生が卒業までの 3 年・4 年次に習得するレベルがこの見習

いレベルになる。 

 
3.3. 独り立ちレベル 

データサイエンティストとしての専門能力、すなわちビジネス、データサイエンス、デー

タエンジニアリングのいずれかの分野で専門的な能力を持ち、自らのイニシアチブで高度

なデータ分析・問題解決能力を発揮する。実務経験が必須であり、大学においては博士課

程での具体的な PBL(Project-Based Learning)の経験が求められる。データサイエンティ

スト協会のスキル定義における独り立ちレベルに相当する。データサイエンスを主とする

大学院の専攻においては、修士課程修了時までにできれば習得しておいて欲しいレベルが

独り立ちレベルになる。我が国における資本金10億円以上の会社はおよそ6,000社であり、

その企業の中で毎年 1名程度ずつ採用を検討するとすれば、産業界向けだけでも 5,000 名

程度が目標育成数の目安となる。 

 
3.4. 棟梁レベル 

データサインティストのチームを率いて、組織におけるビッグデータ利活用を先導できる

能力をもった人。主に実務を通して育成される能力であるが、専門知識については大学院

における社会人コースを用いて集中的に育成（例：情報学研究所における高度 IT人材育成

「トップエスイー」プログラム）することも考えられる。このようなリーダーの必要数は、

上記「独り立ちレベル」より 1桁少ないと考えれば、目標育成数は、年間 500 名程度であ

ろう。 

 
3.5. 指導的データサイエンティスト 

学術においてはデータサイエンスの最先端を切開く研究者・開発者として指導的な能力を

発揮する者、また産業界においては、業界におけるビッグデータ・データサイエンスに基

づくイノベーションを牽引できる者。年間数名から数十名が現実的な目標育成数と考えら

れる。なお図での世界的トップタレントとは、グーグル CEO のラリー・ペイジ級の人物を

指す。このようなトップタレントを系統的に育成することは困難であるが、棟梁レベルを

対象に、そのための素地をつくる取組が必要である。 

  
3.6. 「中抜き」仮説 

図 2 において、懇談会が最も深刻な問題と考えるのが、「棟梁レベル」の人材が育って

いないことである。 
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その大きな原因は、棟梁レベルの人材が活躍できる場がこれまで日本になかったこと

である。最先端科学技術に関わる研究プロジェクト推進におけるデータサイエンスの

重要性は、かねてからある程度認識されていたと思われるが、データサイエンティス

トは分野を専門とするプロジェクトリーダーの指示に従いつつ研究開発を行う推進体

制が通常であり、データサイエンティストを束ねて優れたコーディネーションにより

研究開発をすすめる機会が存在しなかった。このような状況は、アカデミアにとどま

らず、部門縦割り主義の弊害が叫ばれている産業界においても多く見られ、イノベー

ションを妨げる壁となっていると考える。 

 

この「中抜き」の状況をすみやかに解消しなければならない。棟梁レベルの人材が年

500 人規模で育てば、その中から世界的なトップタレントが現れてこの分野全体を引

っ張っていくことが期待でき、また同時にこの棟梁レベル人材が、実務の傍ら随時大

学や企業で人材育成を支援することで、独り立ちレベル以下の人材育成が促進され、

スケールアウトが進むことを期待することができる(図 3)。 

 

 
    図 3. 育成が遅れ、最も欠けている棟梁レベル(左)と育成実現時の波及効果(右) 
 
4. 具体的施策 
 
前章で述べた「あるべき姿」に向けて、懇談会が考える具体的な施策の例を示す。これら

の施策は個別に実施すべき性質のものではなく、適切に組み合わせることでより効果の高

い育成を行うことができる。 
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4.1. リテラシーの醸成(50 万人規模) 

・ 高校生・大学生がワクワクするような啓発書・教科書をつくる。 
 教科書は、事例に携わった人の話や講義録を束ねるのが、生きた学問になる。 

・ 学生の興味を掻き立てるように、高校教育・大学教養での講義において、世界がデー

タとその利活用で大きく変わっている重大性を教える。たとえば、 
 社会でどう使われ役立っているかを示す実例の映像をつくる。 
 活躍中のデータサイエンティストをプールし、プール情報を管理する組織に依頼

してデータサイエンティストを派遣し講義を担当してもらう。 
・ 大学 124 単位の内、何単位をデータサイエンス（統計）とするかを決める。 

 核となる週 1 時間の講義にコンピュータや問題を解く演習もセットにして週 3 時

間程度。 
・ スケールアウトの方策として、MOOC (Massive Open Online Course)を積極的に利用

する。 
・ 社会一般の興味を惹くためには、全日本的なコンテストを実施する。スーパーグロー

バルハイスクール指定校等の先進的な取り組みを行っている高校にも積極的参加を呼

びかける。 

 
4.2. 見習いレベルの育成(5 万人規模) 

・ 大学院に、ダブルディグリーの考え方を導入し、専門科目と共にデータサイエンスを

副専攻などの形で学べるようにする。 

・ 学部・大学院におけるデータサイエンスの教育カリキュラムに関して、統計教育参照

基準・情報教育参照基準に類似したものが必要か検討する。 
・ 社会人に対しては、ミドルマネジメント層の再教育のプログラムを提供する。 
 
4.3. 独り立ちレベルの育成(5000 人規模) 

・ 大学院において PBL に基づく専門育成プログラムを推進する。 
 「分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク(enPiT)」、「先導的 IT ス

ペシャリスト育成推進プログラムなど」などにおける PBL の取組が参考になる。 
・ 企業との連携を通して、企業の事例を PBL 化したり、インターンシップ・プログラム

を通して実務を学ぶ。 
 産学連携では経団連主体の CeFIL (高度情報通信人材育成支援センター）が参考

になる。 
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4.4. 棟梁レベルの育成(500 人規模) 

・ ビッグデータ・データサイエンスの最先端の手法・応用の研究・開発及びそれらに精

通した人材育成を行う国家的な拠点を設置する。 
・ データサイエンティストとしての実務経験のある、社会人を集中的に育成するプログ

ラムを上記拠点で開講する。 
 情報学研究所「トップエスイープログラム」や、統計数理研究所「データサイエ

ンス・リサーチプラザ」の取組が参考になる。 
・ 科学の諸分野でビッグデータを利用した研究方法論を推進できる人材を、ローテーシ

ョンすることで育成する。 
 アメリカの Insight Data Science Fellow Program、情報・システム研究機構「デ

ータ中心科学リサーチコモンズ」や、統計数理研究所「統計思考院」の取組が参

考になる。 
 
4.5. 指導的データサイエンティストの育成(50 人規模) 

・ 上記ビッグデータ・データサイエンス拠点において、世界最先端の手法・応用の研究・

開発を推進する。 
・ 異能の発掘・育成のためのプログラムを充実させる。 

 定期的なハッカソンの実施。IPA「セキュリティ・キャンプ」が参考になる。 
 IPA「未踏 IT 人材発掘・育成事業」や JST「さきがけ」に類似のデータサイエン

ティスト向けプログラムをつくる。 
・ 国レベルで、ビッグデータのフラッグシップ・プロジェクトを実施するなかで、指導

的データサイエンティストの出現する基盤を用意する。 
 
4.6. トリクルダウン効果とスケールアウト 

上記の具体的な施策の中で、最も重要なのが、現在わが国には決定的に不足し、ボトルネ

ックとなっている棟梁レベルの育成であり、ここの人材が育ってくれば、独り立ちレベル

のための PBL の指導者、見習いレベルのための専門科目の講義、リテラシーのための講

師派遣などを通して、本報告書で述べたデータサイエンティスト育成の全体像がスケール

していくものと考える。このためには産業界とアカデミアの密接な連携が欠かせない。 
 
十分な数の「棟梁レベル」が存在しない現時点では、まずは国家的拠点の設立を急ぎ、あ

わせて主要 10 大学程度で他のレベルの人材育成をスタートすると共に、MOOC などのオ

ンライン教材の利用を積極的に勧め、波及効果を狙うべきである。 
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4.7. 出口戦略 

育成された人材は、民間・アカデミアを問わず広く活用されなければならない。このため

には、ビッグデータ利活用とデータサイエンティストの重要性を広く社会に発信していく

ことが重要である。また、データサイエンティスト教育を受けた者、あるいはある一定の

スキル基準を満たす者に対してスキル認定を行い、雇用する側とデータサイエンティスト

のスキルのミスマッチが起こらないようにすることも重要と考えられる。 
 
5. まとめ 
 
日本のビッグデータ利活用専門人材育成の課題の解決に向けた取組みの考え方を下記の 3
点にまとめる。 

 我が国の問題の根源は、棟梁レベルの決定的不足にある。この解決のために国家レ

ベルの拠点を設置して、年 500 名規模の「棟梁レベル」の人材育成をめざし、上

層への成長や下層へのトリクルダウン効果も狙う。 
 リテラシーレベルや独り立ちレベルの大学教育を加速させるために、主要 10 大学

程度で本報告書の提案に基づく人材育成をスタートすると共に、MOOC などのオ

ンライン教材を整備し、全国への波及効果を狙う。 
 社会全体のリテラシーやアウェアネスを向上させるために、全学的教養教育の実施、

国家レベルのフラッグシップ・プロジェクトの推進、コンテストの開催、映像素材

の充実などの取組を行う。 

これらの方策を実現するにあたっては、データサイエンスを副専攻とするダブルディグリ

ー制人材育成の推進やスキル認定制度も有効と考えられる。 
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場所：情報・システム研究機構 URA ステーション(城山トラストタワー33F) 
 
  



 

14 
 

ビッグデータの利活用に係る専門人材育成に向けた産学官懇談会出席者 
 
 
座長 北川 源四郎  情報・システム研究機構 機構長 
委員 安宅 和人 ヤフーCSO、データサイエンティスト協会 理事 

榎本  剛 文部科学省 研究振興局 参事官(情報担当) 
岡本 青史 富士通研究所 
北山 浩士 文部科学省 高等教育局 専門教育課 課長 
佐藤 俊哉 京都大学医学研究科 教授 
長谷川 眞理子 総合研究大学院大学 理事・副学長(教育担当) 
樋口 知之 統計数理研究所 所長 
丸山 宏  統計数理研究所 教授／データサイエンティスト育成ネットワ

ーク事業 実施担当責任者 
丸山 文宏 富士通研究所 
渡辺 美智子 慶應義塾大学健康マネジメント研究科 教授／(独)統計センタ

ー理事 
 

陪席 粟辻 康博 文部科学省 研究振興局 数学イノベーションユニット次長 
基礎研究振興課 融合領域研究推進官 

金井 学  文部科学省 高等教育局 専門教育課 情報教育推進係長 
栗原 潔  文部科学省 研究振興局 参事官(情報担当)付専門官 
山路 尚武 文部科学省 高等教育局 専門教育課 課長補佐 

 
事務局 北村 浩三 情報・システム研究機構 シニア URA 
 岡本 基 情報・システム研究機構 URA  
 竹ノ内 広和 情報・システム研究機構 URA ステーション 
 由村 弘子 情報・システム研究機構 総務課総務係 


